
て取扱いを簡単にするという見地から遠距離逓減制を距離比例

制に改めるべく努力した時代もあった。 すなわち昭和 17 年の

迎賃改正に際しては，明治年代から長年月にわたる 7 地市制の

遠距離逓減~!却を 2 J:tl! i}-j!，;制jの遠距離逓滋l!n]に改めたのである。し

かるにIlf.l和 25 年に至り諸般の社会情勢に l照し，距般比例制に

近づいた計算方法をふたたひ:4 地干j!jの遠距離逓滅制に改めて現

在に至っている 。

また国鉄の貨物速貨について全般的に遠距離逓減法を採用し

たのは鉄道図有法の公布された明治 39 年であり， 当初は階悌

法による計算方式がとられたが，大正元年にいたり，;草加法に

改められ今日に及んでいる。もっとも貨物.1.'{率表には泉加l法に

よって計算されたものに発着手数料を加算ーしたものが運送距離

ごとに.1.'{率として発表されており ，その併成の若E症をなす各巡

送キロごとの基礎氏率が発表されていない点が旅客五mの湯合

と Nな っ ている。

鉄道巡，1:'"(の遠距雌逓減制は，貨物:ì\lmについては鉄道経営上

または国民経済上適当とされ，特殊の例外を除き世界各国で一

般的に行われており .N説をみないが， 旅客運賃については可

否の論機も少なくないし， 遠距離逓減制を採用せず，距離比例

巡貨によ っている国が多い。

国鉄の旅客五J!j互については遠距隊逓減制は述.1.'{制度として氷

年係用されてきたものであるが. ~p-雌比例制l との赴非について

は極々の!線論がある。すなわち遠距離逓滋制はその採用を企図

した当時においては.tI.鉄が個々に分立して自然障壁となり，

かつ述輸上緒般の述総 ・ 使利を欠いていた結果， 遠距般旅客は

きわめて少なかっ たため， 遠距離祭事を奨励誘発して地方と都

市との聞の交通を盛んにし， ひいては地方の政治 ・ 経済 ・ 文化

の発展に早寄与するための手段の 1 つ として採用されたのである。

しかし交通が発段し，他五E輪後|測の発達をみた今日においては

鉄道経営の而からみて，必ずしも妥当な運賃制度とはいえない

ものがあるというのが非とする理由の 1 つとな っている。 これ

に対し国鉄の遠距離逓滋制は歴史的かつ安定した制度であ っ て

急激な変更をなすことは適当でないこと，経営上の理論的根拠

があること ， 他巡紛蛾l鎚との関係上必ずしも不適当でないとす

ること等が赴とする型由にあげられている。

なお世界各医l中旅客運賃に遠距般活滅伽lを採用している国を

挙げると ， つぎのとおりである。

日本，イタリア，スイス，オーストリ ア，オラ ンダ，デγマ

- !l. ス'スェーデ ン， ノルウェー 7 イ ソ ラ ンド， ポーラ γ ド，

チヱツコスログァキア ， ノレ ー マユア ， ブルガ リア， ハ γ ブf リー，

ギリシヤおよびト ノレコ。(平林喜三造 ・ 中村1Æ男)

えんご 援護 国鉄の援護は職員のl厚生筒祉施策の一環として

行われている。国鉄ではその業務の性質上業務によ って負傷し

たり，病気にかかり，不具廃疾となる者が非常に多い。また不

孝にして殉職する者も少なくない。そのほか火災 ・ 水密等の非

常災容にかかる者もある。これらの場合本人はもちろんその遺

家族が日々の生活にも困ることが多い。これがためこれらの職

員および逃家族を援護救済し，後願の変なく職場に精励できる

ように，共済組合の制度やその他極々の厚生福祉事業が行われ

ているが，なおこれだけでは卜分な解決ができないものがある。

ここに援護の必裂性がある。

国鉄では現在， つぎのような援護を行っている。

l 傷い者援護

国鉄@収1揚で業務上負傷する者は毎年 l 万名をこえ， そのう

ち身体の般ilEに陣容を残すものは 5 百名以上におよぶ状態であ

る。これらの傷い者は負傷後ただちに鉄道病院その他に送られ

えんご

治療を受けるのであるが. 3 週間をこえて休業治療を必要と認

められる髭傷者に対しては，総裁名，所属長名で盛時五見舞金が

附与される。

病院で治療を受け{おいが治ゆして も身体に後能陣容を残す者

は医師の指示により，もよりの鉄道療養所に移送される。療養

所ではこれらの{おい者が 1 日も早く再起して職場に復帰できる

よう指滋するとともに， 不幸にして重傷隊禽のため退職を余儀

な くされるものに対しては， 退所後にも十分な指岩手と後畿が行

われる。

(1) 療養所に入所中の指滋

ア 日常;指滋

療養所長の指示にしたがい，専任の指導員による日常の指導

が行われる。

イ 職能判定

工事任指導員はjJ;HをJ切 i問中に障害の状態，本人の性絡 ・ 智能 ・

感情および家庭の状況，適応戦舗を科学的検査によ って判定す

る 。

(2) 滋所後の指滋

ア 職業補導

職能判定で退職して新しい職業につかねばならない者に対し

ては， 入所中の適性検査当5を参考に，また本人の希望等も考ほ

して 1 箇年をかぎり在職と して取扱い， 鉄道弘済会に委託(経

費は同会負担)して綬産湯， 職業総導所等に入所させ専門的な

署員業補導を行う。

イ 豊島肢装着指導

職能判定の結果孝にして職場に復帰した傷い者に対しては，

作業上必裂な義肢(ぎし)を装着させる。その義肢の設計 ・ 製作

については関係者と密接な述絡をとり，作業や生活に適合する

ように傷い者指導員が指導援助する。

ウ職場指滋

i易い者を中心とした座談会の開催，傷い者の事務能率を高め

るための事務総習会等による職場指導が行われる。

2 !おい者団体の助成

昭和 20 ・ 2 国鉄と弘済会の援助の下に全国鉄1おい者団体述合

会が組織され， さらに鉄道 80 年記念に際し， 国鉄とijJ.済会の

助成によ って社会福祉法人が結成されたが， 国鉄では傷い者援

護の目的からこの団体の発展を助成している。

3 殉職者遺族の援iI

国鉄では危密防止・安全管lillにより障害事故は年々滅少の傾

向にはあるが， それでも不幸にして殉職する職員は 1 年間に 2

百名前後を数えている。 職員が不幸にして殉職した場合は，総

裁名，所属長名による供物が供えられまた殉験者の霊を慰める

ために毎年 4 月. 1 年間に発生した術職者の遺族を東京に招待

して，仏式による法皇制2行われる。

4 m災者援護

戦民およびその家族が震災火災または7](災等の非常災害によ

って死傷しまたは家屋家財に被管を受けた場合は，見舞金を贈

与することになっているが， 集団的に多数の戦員がm災した場

合または災留救助法が発動された場合， その他の特殊なi易合に

かぎられている。

5 留守家族援護

職員で応召入営のまま ， まだ帰還しない者， または元傑太鉄

道局に勤務していたためまだ帰還しない者の留守家族に対して

は，未灼溢職員留守家族等援護規程に よ って所定の見舞金が贈

与される。

6 生活相談所
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